
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（抜粋） 

（令和３年法律第１９号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、人口の著しい減少等に伴って地域社会における活力が低下 

し、生産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある地域につ

いて、総合的かつ計画的な対策を実施するために必要な特別措置を講ずること

により、これらの地域の持続的発展を支援し、もって人材の確保及び育成、雇

用機会の拡充、住民福祉の向上、地域格差の是正並びに美しく風格ある国土の

形成に寄与することを目的とする。 

 

（過疎地域） 

第二条 この法律において「過疎地域」とは、次の各号のいずれかに該当する市

町村（地方税の収入以外の政令で定める収入の額が政令で定める金額を超える

市町村を除く。）の区域をいう。 

一 次のいずれかに該当し、かつ、地方交付税法（昭和二十五年法律第二百

十一号）第十四条の規定により算定した市町村の基準財政収入額を同法第

十一条の規定により算定した当該市町村の基準財政需要額で除して得た数

値（第十七条第九項を除き、以下「財政力指数」という。）で平成二十九

年度から令和元年度までの各年度に係るものを合算したものの三分の一の

数値が〇・五一以下であること。ただし、イ、ロ又はハに該当する場合に

おいては、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二十七年の人口か

ら当該市町村人口に係る平成二年の人口を控除して得た人口を当該市町村

人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一未満であること。 

イ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和五十年の人口から当該市

町村人口に係る平成二十七年の人口を控除して得た人口を当該市町村人

口に係る昭和五十年の人口で除して得た数値（以下この項において「四

十年間人口減少率」という。）が〇・二八以上であること。 

ロ 四十年間人口減少率が〇・二三以上であって、国勢調査の結果による

市町村人口に係る平成二十七年の人口のうち六十五歳以上の人口を当該

市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・三五以上であるこ

と。 

ハ 四十年間人口減少率が〇・二三以上であって、国勢調査の結果による

市町村人口に係る平成二十七年の人口のうち十五歳以上三十歳未満の人

口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一一以下

であること。 



ニ 国勢調査の結果による市町村人口に係る平成二年の人口から当該市町

村人口に係る平成二十七年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口

に係る平成二年の人口で除して得た数値が〇・二一以上であること。 

二 四十年間人口減少率が〇・二三以上であり、かつ、財政力指数で平成二

十九年度から令和元年度までの各年度に係るものを合算したものの三分の

一の数値が〇・四以下であること。ただし、国勢調査の結果による市町村

人口に係る平成二十七年の人口から当該市町村人口に係る平成二年の人口

を控除して得た人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値

が〇・一未満であること。 

２ 主務大臣は、過疎地域をその区域とする市町村（以下「過疎地域の市町村」

という。）を公示するものとする。 

 

（過疎地域の持続的発展のための対策の目標） 

第四条 過疎地域の持続的発展のための対策は、第一条の目的を達成するため、

地域における創意工夫を尊重し、次に掲げる目標に従って推進されなければな

らない。 

一 移住及び定住並びに地域間交流の促進、地域社会の担い手となる人材の

育成等を図ることにより、多様な人材を確保し、及び育成すること。 

二 企業の立地の促進、産業基盤の整備、農林漁業経営の近代化、情報通信

産業の振興、中小企業の育成及び起業の促進、観光の開発等を図ることに

より、産業を振興し、あわせて安定的な雇用機会を拡充すること。 

三 通信施設等の整備及び情報通信技術の活用等を図ることにより、過疎地

域における情報化を進めること。 

四 道路その他の交通施設等の整備及び住民の日常的な移動のための交通手

段の確保を図ることにより、過疎地域とその他の地域及び過疎地域内の交

通の機能を確保し、及び向上させること。 

五 生活環境の整備、子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及

び増進、医療の確保並びに教育の振興を図ることにより、住民の生活の安

定と福祉の向上を図ること。 

六 基幹集落の整備及び適正規模集落の育成を図ることにより、地域社会の

再編成を促進すること。 

七 美しい景観の整備、地域文化の振興、地域における再生可能エネルギー

の利用の推進等を図ることにより、個性豊かな地域社会を形成すること。 

 


